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1 研究目的 

地域事業者間のマッチングを促進するネットワークをモデル化することが目的であり、そのために情報交

換プラットフォームにおいて強い紐帯を組成するための要因やプロセスなどを調査研究した。 

2 地域不動産市場における新古典派経済学概念の応用 

2-1 不動産市場の現状

地域不動産業の現状は、大手不動産企業のシェア拡大や異業種からの参入など、経営資本の少ない中小零

細不動産業者にとっては、厳しい状況が続いている。また、一般消費者の情報入手量は、インターネットや

ソーシャルメディアの活用により飛躍的に増大し、不動産業者との情報格差は減少している。

とはいえ、情報量が増えたところで不動産取引経験の少ない消費者が、それらをすべて適正に処理できる

とは限らない。そのために、必要なデータを選別し、顧客に合った情報を統合することが、地域不動産業者

に求められている社会的役割である。ただこれらは、地域不動産業者一社では成し得ず、適正な情報交換ネ

ットワークが必要になる。そこで本研究では、地域不動産業に着目し事業者間ネットワークの価値について、

その構成をとらえようと試みたのである。 

2-2 完全競争市場の限界を補填する理論

市場と組織の中間に位置するネットワークという概念に着目し、そのうえで地域不動産業を対象に、事業

者間ネットワークの役割に焦点を当てた。ただし、新古典派経済学の市場理論の概念だけで、現実の市場を

とらえることはできない。そこでこれらを補完するために、他の理論を融合的・複合的に考察することとし

た。また地域産業の多くは、市場だけでは最適な資源配分が達成されない産業構造である。そのため、ネッ

トワークを構築している。現実の地域産業においても、ネットワークや外部性の要因が市場に大きな影響を

及ぼしている。もちろん、不動産情報においては、消費者が取引や財に関する情報を完全に収集あるいは理

解することは、現実的には不可能である。しかも不動産取引は、何度も経験することではない。そのため、

非合理的でヒューリスティックな行動をとることは十分に考えられる。

こういったことを背景に、本研究は現実の経済やネットワーク現象を明らかにするために、ミクロ経済学

の概念を基盤としながらも、情報経済論や行動経済学といった経済学的知見と、社会ネットワーク論をはじ

めとした社会学的知見を融合的・複合的に重ね合わせた。この理論的構造を基盤に、ネットワークの社会経

済性について調査分析を進めた。 

3 消費者の不動産に対する認知 

3-1 消費者の不動産財および情報に対する認知

消費者の不動産財や不動産業者に対する認知について、実証分析を実施した。消費者のこれらの認知は、

事業者間ネットワークを研究するうえで重要である。ネットワークの参加プレイヤーである事業者は、こう

いった消費者に対し情報を提供することで、業を営んでいる。その消費者がどのような情報を欲求している

のか、あるいは大手不動産会社と比較して、地域不動産業者にどのような感情を抱いているのかということ

は、地域ビジネスを展開するうえで極めて貴重な情報である。 

まず、消費者の不動産財と不動産情報に対する認知について、調査・分析した。これまでも不動産財、特
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に土地については手放したくないという愛着のような感情が、保有効果を生じさせていると先行研究でも述

べられてきた。ただ、入手方法の違いによる効果の強弱や、保有効果の要因については、実証分析がなされ

たものはあまりない。そこで本研究では、第一に動産と不動産との比較、第二に入手方法の差異について、

保有効果の度合いや生じる要因を分析した。その結果、4 つの成果を得た。 

まず動産と比較して不動産の方が、保有効果が生じやすいということを実証できた。自己で購入した財で

あっても、先祖代々授かった財であっても、動産よりも不動産の方が売却したくないという感情の割合が高

いという結果となった。次に、同じ不動産財であっても、先祖代々授かった財の方が、自己で入手した財よ

りも保有効果が強くはたらくことがわかった。さらに、保有効果がはたらく要因として、先行研究で述べら

れている保有する財への愛着に加え、手放すことへの罪悪感や次世代に引き継ぐ使命感という、新たな要因

を抽出した。そして、この保有効果がはたらく要因は、年代で差があることがわかった。 

この保有効果が生じる要因については、これまでは財に対する愛着といった、授かり効果によるものが主

な要因とされてきた。しかし本研究において、財への愛着の他に、罪悪感や使命感といった、行動に対する

授かり効果という要因を抽出できた。さらに、保有効果の要因を因子分析したところ、個人的要因・他者的

要因・金銭的要因の 3 つの潜在的因子を抽出した。個人的要因とは、先述の財への愛着や行動に対する罪悪

感である。また他者的要因とは、売却したことを他人に知られたくないといった他者に対する感情である。

そして金銭的要因とは、もっと高く売却したいということや、売却価格の妥当性が不明といった金銭に関す

る要因である。これら 3 つの要因が、保有効果を生じさせる潜在的な因子であるという結果となった。 

次に、新たに取得する不動産財に関して実証分析を実施した。本分析においても行動経済学からアプロー

チし、人の非合理的行動に影響する 5 つの要因から、不動産財の消費者の認知を把握することを試みた。5

つの要因とは、アンカリング、代表性、利用可能性、他者性、そして時間選好であり、いずれも行動経済学

で研究されている代表的なバイアスである。この 5 要因を衣食住における、それぞれの財（ファッション財・

食品財・不動産財）に対して実証分析を実施した。 

そうすると、まず不動産財は他の財と比較して、アンカリング効果が生じにくいという結果となった。つ

まり、初期に設定された金額から割引されるほどお得と感じる割合が、ファッション財や食品財と比較して、

不動産財は低かったのである。この結果は、感覚的に納得できる。当初 1 万円で販売されていた洋服が、70％

割引でセールされていると購入意欲が高まる。食品においても、スーパーなどのお惣菜コーナーで、商品を

売り切るために割引されていることはよくある。ただ、不動産の場合は、3000 万円の物件が 70％割引で販売

されていると、お得というよりも何か原因があるのではという感覚が生じる。まさにこれらのことが、実証

分析でも結果として現れた。 

一方で、代表性・利用可能性・他者性については、不動産財は他財よりも強く影響を受けることがわかっ

た。この原因は、不動産財に対する情報の不確実性・不十分性によるものと考察した。不動産財は需要者の

保有する情報量が、他財と比較して少ない。洋服などのファッション財や飲食物の食品財は、その財がどの

ような品質であるのか、価格が妥当であるかといったことについて、これまでの経験などから情報を保有し

ており判断しやすい。洋服であれば、デザインはその場で確認できるし、品質についても表示や肌触りなど

で情報を得ることができる。しかしながら、不動産財については、需要者が入手できる情報が少ない。さら

に建築や構造、周辺環境といった情報は専門的であり、また膨大であるため情報処理しきれない。そのため、

多く販売されているという代表性や、世間で人気があるという利用可能性、そして専門家などの他者の推薦

といった他者性の影響を受けやすいのである。こういったことを本実証分析においても確認することができ

た。 

そして、消費者の不動産情報に対する認知について実証分析を実施した。不動産取引は財だけでなく、そ

れを取り巻く付随情報の重要性が極めて高い。そこで、消費者の不動産取引における情報について実証分析

を実施したのである。 

その結果、消費者が欲する情報として、まずは希望する物件の情報であり、これは当然のことといえる。

重要なのはその次である。消費者が物件情報以外に欲する情報として、取引に介在する業者や、契約相手の

信頼性の情報を求める割合が高いことが分かった。また、不動産取引の経験者と未経験者を分けて分析した

場合は、未経験者の方が経験者よりも、くらしについてのアドバイスや地域コミュニティ、そして環境や知

識に関する情報を高く求めていることがわかった。 

また、不動産取引に際して消費者が求めている情報を因子分析したところ、信頼性・知識性・機能性・環

境性の 4 因子が抽出された。信頼性とは取引する不動産物件や、相手方や介在する業者の信頼度に関する因
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子であり、知識性とは、物件の利活用やくらしへの助言に関する因子である。また、機能性とは、物件の長

短所や学区・治安に関する因子であり、最後の環境性とは、地域の歴史やコミュニティに関する因子である。

不動産財の直接の内容を示す機能性の他に、信頼性・知識性・環境性の因子が抽出されたことは、本研究に

おける成果の 1 つであり、不動産財の特性をよく表現しているといえよう。そして、これら 4 つの因子につ

いての関係性についても分析した。 

因子分析の結果における知識性と信頼性の因子を２軸とし、各要因の中点をとり、それぞれの中点間の距

離を測定した。そうすると、知識性に関する因子が他の因子間の距離よりも大きいことがわかった。つまり、

物件の機能や環境、そして信頼性といった直接的な情報と、暮らし方といった間接的な情報に分類できたの

である。さらに、これら 4 つの因子を潜在変数とし、消費者の取引に対する満足度を目的変数として、共分

散構造分析を実施した。その結果、満足度に対し機能性が最も影響度が高いことがわかった。 

 

3-2 消費者の不動産業者に対する認知 

次に、不動産業者に対する消費者の認知について、実証分析を実施した。 

まず、全国展開する大手不動産業者と比較し、地域不動産業者の消費者認知をとらえることを試みた。そ

の結果、消費者が地域不動産業者に対する認知の因子として、顧客関係性・企業ブランド・基本的機能性の

3 つの潜在的な因子を抽出した。なかでも、消費者は顧客関係性を地域不動産業者に強く期待していること

がわかった。この 3 つの因子は、Rust et al.(2000)のカスタマー・エクイティと符合させることができた。

つまり、バリュー・エクイティが基本的機能性、ブランド・エクイティが企業ブランド、そしてリテンショ

ン・エクイティが顧客関係性である。このうち、顧客関係性の認知が強いということから、消費者は地域不

動産業者にリテンション・エクイティを求めていることがわかった。 

さらに SD 法（Semantic Differential method）を用いて、大手不動産業者と地域不動産業者の消費者認知

の違いを分析した。その結果、大手不動産業者に対しては、企業ブランドにおける尺度の認知が強く、安心

で頼もしいという認知も強いということが明らかになった。一方で、地域不動産業者に対しては、身近さや

親切さといった尺度の認知が強いという結果となった。つまり消費者は、大手不動産業者に対しては、安心

で頼りになるというブランドイメージを持っており、一方で、地域不動産業者に対しては、身近で親切とい

った近い存在というイメージを持っていることがわかった。そうすると、地域不動産業者の目指すブランド

イメージは、「信頼・安心」よりも、「身近で親切」といった地域密着による親近感であるといえる。よって、

これからの地域不動産業者は、顧客関係性をさらに強化し、身近な存在になる活動が大切になる。 

次に、Bales の相互作用過程分析を用いて、地域不動産業者に期待する理想像を調査・分析した。相互作

用過程分析とは、発言の内容やコミュニケーションのパターンなど様々な観点から、グループやネットワー

クでの構成を可視化する分析である。そして、それらの特性から集団における個人の役割を 3 つの要素に分

類している。 

この 3 つとは、議論や活動を促進する「活動型（activity）」、知識によって問題を解決する「課題解決型

（task ability）」、協調や協力を促進し集団をまとめる「調整型（like ability）」である。この手法を用い

て、消費者を対象に地域不動産業者に対する期待を調査した。その結果、消費者は地域不動産業者に対して、

「課題解決型」を求める割合が高いということがわかった。つまり、課題や困りごとについて、相談・解決

を図ってくれる存在であることを期待しているということである。 

以上のとおり、地域不動産業における事業者間ネットワークを研究するにあたり、基盤的・基礎的に消費

者の認知について実証分析を実施した。その結果、不動産の財の特性から新たに物件を購入する時も、保有

物件を売却する時も、行動経済学的要因の影響を受けやすいということを実証できた。また、取引に付随す

る情報として、物件情報以外に知識や環境、そして信頼に関する情報を求めていることが浮き彫りになった。

さらに、大手不動産業者との比較により、地域不動産業者に求められている役割は、親近さという顧客関係

性の強化であることがわかった。 

 

4 地域不動産業におけるネットワーク 

4-1 地域不動産業における業態分析 

消費者に不動産サービスを提供するための地域不動産業者間ネットワークについて、事業者に対して実証
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分析を実施した。 

 第一として、地域不動産業における業態の実態について調査した。これまでの先行研究や国土交通省など

の定義では、不動産業の業態を「開発・分譲」、「賃貸」、「流通」、「管理」、「不動産投資・運用」の 5 つの業

態に分類してきた。この分類の基準は、取引種別による分類である。そこで、本研究においては、地域不動

産業における事業者が、実務として営む業務を基準として分類することを目指した。具体的には、大阪府に

事務所をおく地域不動産業者を対象に、アンケート調査を実施した。本アンケートにおいて、事前に 13 の業

態を列記し、実際に業を営む項目を選択してもらった。そして有効回答数 1440 のデータを因子分析およびク

ラスター分析を実施した。 

その結果、不動産業の業態を「事業」、「居住」、「賃貸仲介」、「管理」の 4 つに分類することができた。ま

ず「事業」とは、事業者を取引相手として、ビルや店舗棟の売買・賃貸借、またはこれらを仲介する業態で

ある。この「事業」には、事業用買取再販、開発、事業用売買仲介、コンサルや投資事業の 4 つの業態があ

る。次に、「居住」とは、消費者を取引相手として、住宅の売買仲介やリフォームなどを取り扱う業態である。

この「居住」は、居住用買取再販、建売、居住用売買仲介、そして建築リフォームの 4 つの業態で構成され

る。さらに、「賃貸仲介」とは事業用・居住用ともに、不動産物件の賃貸借契約の仲介をする業態である。最

後に「管理」とは、不動産物件を貸し出すオーナー業やその物件の管理業務を行う業態である。 

地域不動産業者は、これらの業態を単一で事業活動をするよりも、複数を兼ね合わせて展開することが多

い。つまり、単一の業態に特化して事業展開しているわけではなく、自社の得意分野などにより業態を組み

合わせて、事業領域を決定している。 

このように、不動産業を新たな切り口で 4 つの業態に分類できたことは、本研究における成果の 1 つであ

る。この成果は、次のように活用できる。まず、不動産業からみれば、地域不動産業者が差別化して取り組

む業態を把握しやすい。次に、地域不動産業者に対しサービスを提供する関連企業においては、実務的な本

業態分類を顧客セグメントとすることができる。これまで、不動産業十把一絡げとして取り扱ってきたサー

ビスを、ターゲットを絞った展開に活用できる。さらに、消費者からみれば本来、自身が希望する取引、例

えば売買なのか賃貸なのか、あるいは事業用なのか居住用なのかによって、訪れる地域不動産業者は異なる

はずである。ただ、すべての業態を得意とする地域不動産業者は数少ない。そこで、本研究の 4 つの業態分

類により、自己の希望する不動産取引を得意とする地域不動産業者を見つけやすくなる。 

なお、先行研究や国土交通省の分類には、このような視点はない。例えば「開発・分譲」であれば、大都

市の大規模開発も規模の小さな分譲住宅も、このカテゴリーに含まれる。同様に、事業用も居住用も仲介業

務であれば、「流通」のカテゴリーになる。つまり、これまでの業態分類は、消費者が希望する取引を基準に

分類がなされているわけではなかった。この点について、本研究は新たな基準により分類し、4 業態を抽出

したのである。 

 

4-2 事業者間における情報交換の実証分析 

 次に、地域不動産業者間での交換する情報の種別について実証分析を実施した。その結果、最も多く交換

している情報は「自社エリア内の取引物件情報」であり、これは不動産業として当然のことである。しかし

ながら、ここに地域不動産業の特性がある。物件情報はいわば商材であり、その情報を競合ともいえる他の

地域不動産業者とやり取りしているのである。つまり、市場においては競合である他の地域不動産業者と、

財の情報を交換することで、マッチングし利益を得ている。ここに、不動産業を市場と組織の中間的位置に

ある「ネットワーク」でとらえることの重要性が伺える。 

 自社エリアの物件情報の次に、交換する割合が高かった情報は、ノウハウや得意分野などの自社の強みで

ある。ここにも、事業者間ネットワークの重要性が表れている。ノウハウなどのいわば自社の資産を同業他

社と交換することで、互いの便益を高めているのが地域不動産業の特徴である。市場だけで資源分配がなさ

れるのであれば、競合である他業者とはこういった情報交換はしない。互いのノウハウや強みといった、無

形資産を交換し合うことで便益を得る、あるいは費用を抑制しているのである。取引を希望する顧客の紹介

斡旋や成約事例・査定などの取引価格といった情報交換も、同様の特徴の現れである。 

 そして、次にこれらの交換する情報種別に対して、因子分析およびクラスター分析を実施した。その結果、

5 つの因子・クラスターを抽出した。 

第一は「信頼性」因子であり、自社エリア内での同業者の実績や評判、異業種業者の紹介といったものであ

る。これらは、取引の遂行に向けた基盤的で重要な要因である。第二は「顧客」因子であり、売却や購入の
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意思、相続の情報といった要素が含まれる。マッチングのために、互いが持っている需給情報を交換し、取

引につなげているのである。第三は「環境」因子であり、学区や周辺施設、治安やコミュニティといった情

報である。代替性が低く、移動させることが難しい不動産財の特性は、物件そのものに対し付随する情報の

価値が、非常に大きいことである。つまり、地域性や外部性といった環境に関することは、当該物件価値に

大きく影響する。第四は「知識」因子であり、契約書式の書き方や税などの相談、成約事例や査定価格とい

った情報である。地域不動産業が市場ではなく、ネットワークにおいて情報を交換することで、不動産業界

としての価値を高めていることが、この因子が抽出されたことからも伺える。そして第五は、「商圏外」因子

であり、自社エリア外の物件情報や事業者情報といったものである。地域不動産業者は、自社の商圏を越え

て依頼を受けることもあり、その場合には事業者間による情報交換が不可欠である。なお、5 因子間の相関

をみると、「信頼性」と「顧客」との関係が、やや強い相関を示した。取引の相手方や介在する事業者の信頼

性と、顧客の取引に対する意思の高低という、どちらも人的な情報である。これらは情報の無形性という性

質が、強く影響する傾向にあり、可視化しにくい。こういった共通性をもっているからこそ、ネットワーク

での情報交換が重要になる。 

 さら、地域不動産業者に対して Bales の相互作用過程分析を実施した。その結果、まず自社をどう認識し

ているのかは、「課題解決型」であるという回答が最も多く、「課題解決型」、「課題解決・調整型」、「活動・

課題解決型」といった、課題解決を含む 3 つのパターンを合わせると、回答の半数を超えた。一方で、積極

的な提案を行うといった「活動型」は、3 要素の中では最も低かった。次に消費者に対して、地域不動産業

者はどうあるべきかについては、これも課題解決型が最も多く、その後に調整型、活動型という順になった。

つまり、自社認識としても顧客対応の理想像としても、課題解決型であるべきだと認識している割合が高い

ということがわかった。 

この相互作用過程分析は、上述のとおり同様の調査を消費者に対しても実施した。そこで、地域不動産業

者と消費者の結果を比較した。そうすると、消費者は「課題解決型」を求めており、地域不動産業者も自己

認識・理想像ともに「課題解決型」であり、双方の認識は一致している。 

しかしながら、地域不動産業としてこれでよいということではない。というのも、まずは「課題解決型」

の内容まで精査できていない。そして、さらに重要なのは、地域不動産業において重要である「ノウハウや

得意分野の強みの情報交換」は、3 つの型のうち課題解決型が最も実施していない点である。一方で、活動

型は他のタイプと比較して、圧倒的にノウハウや得意分野などの強みに関する情報を交換している。これま

でも地域不動産業者は、地域や顧客の課題を解決してきた。これらの積み重ねにより、社会的な信頼関係を

構築し、事業を展開してきた。こうすることで社会的関係資本（ソーシャル・キャピタル）を醸成してきた

のである。これらの役割は今後も変わらない。あるいは一層増すであろう。こういった状況においては、よ

り積極的な信頼関係の構築や、社会関係資本の蓄積が必要になる。そのためには、事業者間においてノウハ

ウなどの知識の交換・蓄積は極めて重要になる。今後、地域不動産業者が真の「課題解決型」であるために

は、活動型のように一層の知識情報の交換が不可欠である。 

 

4-3 事業者間連携の密度性および連結性についての実証分析 

次に、ネットワークの構成要因を究明する基礎として、現状における地域不動産業者の連携について、グ

ラフ理論的にアプローチした。具体的には地域不動産業者にアンケート調査を実施し、事業を営む上で現在

どれぐらいの企業と、どのようなつながりを持っているのかを確認した。そして、現状の取引における一般

関係企業数と重要関係企業数といった取引相手企業数をノード、連携する頻度をリンク、さらに連携相手の

業種をエリアとして、それらの実数を集計した。そして、単位エリアあたりのノード数をネットワーク密度

性、単位ノードあたりのリンク数をネットワーク連結性として、これらが業歴別にどのように成長している

のかについて分析した。 

その結果、以下のことがわかった。第一に、基礎的な事項であるが、業歴を重ねるにつれてノードである

関係企業数が増加した。一方で、エリアとみなす連携範囲については、業歴差はそれほど見られなかった。

これらのことから、密度性はエリア単位当たりのノード数なので、業歴が長くなるほど密度性も高くなると

いう結果となった。 

第二に、連結性について考察した。本分析における連結性とは、１単位当たりの情報を得るために、連結

しなければならない手間（連携頻度）ととらえた。この連結性を相手業態別にみると、一般関係企業と重要

関係企業ともに異業種、他業態、同業態のすべてにおいて、業歴が浅いほど連結性が高いことがわかった。
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つまり、業歴が長くなると、1 単位当たりの情報を得るための連結数・連携頻度が少なくなるのである。 

第三に、業歴を重ねることで「同業態」とのリンク数が増加した。つまり、地域不動産業者は、ネットワ

ークを成長させるうえで、最も連携が重要な相手方は「同じ不動産業」かつ「同業態」であるといえる。ま

た、情報交換の種別を連携相手別について分析すると、顧客などの人的な情報は異業種と交換し、一方で物

件など財に関する情報は、同業態と交換している割合が高いことがわかった。 

 

4-4 事業者間における信頼関係に関する分析 

次に、地域不動産業者のこれまでのネットワーク形成過程や、信頼関係構築の要因を調査し、その構成を

探ることを試みた。そのために、まずはアンケート調査を実施し、これまでの経験や現状において、事業者

間の信頼に基づくネットワークを構築するために、何が重要だと認識しているかについて確認した。 

その結果、最も重要であると認識していることは、「他のネットワーク参加者の誠実さ」であった。ネット

ワークの重要性といえば、これまでは規模に着目されることが多かった。しかし、地域不動産業における事

業者間ネットワークでは、規模よりも他の参加者の誠実さ、つまりネットワークでの信頼関係を重視してい

ることがわかった。この誠実さのほか、他の参加者の業務上の能力や対応力も重視していることも明らかに

なった。さらに、これらのデータを因子分析したところ、「能力的力量」、「意図的人格」、「制度的交流」の 3

つの要因が抽出された。つまり、地域不動産業者はネットワークを構築する要因として、この 3 つを潜在的

にとらえているのである。まず、「能力的力量」因子とは、他の参加者がどのような業務に対応できるのか、

どれぐらいの情報量を保有しているのかといったことである。また、「意図的人格」因子とは、誠実さや不動

産業への意識といった、相手方の人格に関することである。そして、「制度的交流」因子とは、意図や能力を

相互に確認できる機会や、悪質業者を排除するといった制度に関することである。これら 3 つの要因がネッ

トワークを構築するための要素であり、あわせて価値要素であるといえる。 

さらに、これら 3 要因の関係性を距離で示し、グラフ理論的に測定した。具体的には、意図的要因と能力

的要因を 2 軸とし、制度的要因の位置を確認した。そうすると、制度的要因は、能力的と意図的の各々の要

因とほぼ同じ距離の位置にあることがわかった。つまり、他の参加者との交流機会や悪質業者の排除といっ

た制度については、「能力」と「意図」に関する情報を同程度に入手したいと考えていることがわかった。そ

して、意図的要因と能力的要因の両方を確認するために、制度的要因が存在することが伺えた。ただし、こ

ういった制度を一社で設けるには負担が大きい。そのため、一定の規模を有する既存の組織や団体が、ネッ

トワークとして機会を設けることが現実的であろう。さらに、公共的・準公共的組織が設けるのであれば、

参加費用を抑えることができるのである。 

次に、このネットワークにおける信頼関係の構築要因をさらに深掘りし、現状の取引やネットワークにお

いて、どのように信頼性を確認しているのかという評価基準について実証分析を実施した。その結果、最も

重視されていたことは「相手方の誠意や誠実さ」であった。つまり、相手方の能力や実績・評判といった客

観的な事項よりも、誠実さ・丁寧さ・人柄といった主観的な事項が、信頼関係構築の要因とする割合が高い

ことがわかった。そして、これらのデータを因子分析したところ、「主観的評価」、「実績的評価」、「他者的評

価」の 3 つの因子が抽出された。つまり、地域不動産業者は相手業者を評価するために、この 3 つの基準に

より信頼性を確認している。さらに、主観的評価と実績的評価を 2 軸として、グラフ理論的に 3 因子間の距

離を計測したところ、実績的評価と他者的評価が近い距離関係にあった。このことから、実績的評価も一種

の他者評価とすると、これらを合わせて客観的評価とすることができる。そうすると信頼度評価については、

主観的評価と客観的評価の 2 つに大別できるのである。 

これらのことから、事業者間ネットワーク構築における信頼性の確認について、「主観的評価」、「実績的評

価」、「他者的評価」を制度として可視化することができれば、参加への障壁を低くし、ネットワークへの参

画を促進することができるのである。 

以上の結果から、地域不動産業者間ネットワークの信頼関係構築要因として、意図的・能力的・制度的と

いう 3 つの要因と、信頼性を確認する主観的・他者的・実績的の 3 つの評価軸が抽出された。 

 

4-5 事業者間ネットワークの価値に関する分析 

上述の結果をもとに、地域不動産業者に対してヒアリング調査を実施した。その結果、本研究の結論とし

て、事業者間ネットワークの価値構成要因を形成する 8 つの要素を抽出することができた。 

第一は、情報流通量・蓄積量が多ければ多いほど、あるいは参加者数が多いほど、ネットワークに参加す
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ることに価値を感じるという「ネットワークの大きさ」である。第二は、ネットワークで一括あるいは大量

発注することでコストや手間を軽減する「コストの抑制」である。第三は、人脈構築や他の参加者の意図と

いった「信頼関係」である。第四は、不動産取引の遂行や業務処理といった「能力」である。第五は、オー

プンな情報だけではなくクローズな情報や、個社の強みなどをネットワーク内で共有する「知識・情報の共

有」である。第六は、適正なマッチングや人脈構築の機会設計といった「制度」である。第七は、消費者や

社会に対する知名度・認知度といった「ブランディング」である。そして第八は、消費者保護や地域貢献な

ど、地域不動産業者一社では成し遂げられないことを協力し合うことで実現する「公益的事業」である。 

この 8 つの要素が、事業者間ネットワークの価値構成要因のサブドライバーである。 

そして、この 8 つの要素を整理すると、3 つに分類できた。まず、ネットワークの大きさとコストの抑制

については、どちらも「規模」に関する事項である。また、信頼関係、能力、知識・情報の共有、そして制

度については、いずれも「連結」に関する事項である。さらに、ブランディングと公益的事業については、

どちらも「社会」に関する事項である。 

 

図表 1  事業者間ネットワークにおける重視する要因 樹形図 

 

 
（出所：筆者作成） 

 

 

この 3 分類が、ネットワーク価値構成要因として妥当なものであるかを確認するために、再び地域不動産

業者に対するアンケート調査を実施した。この調査においては、これまで複数回実施してきたアンケート調

査やヒアリング調査をもとに、上述の規模・連結・社会に関する項目をそれぞれ 5 つずつ設定し、これらの

項目が事業者間ネットワークの構築に、どれぐらい重要であるかを 5 件法で回答してもらった。 

その結果、単純集計では「他の参加者の誠意・誠実さ」が最も高く、次いで「他の参加者の仕事のスキル」
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であり、上位に「連結」に関する項目が並んだ。さらに、これらのデータについて因子分析を実施したとこ

ろ、以下の 4 つの因子が抽出された。まずは、情報量や参加者数およびこれらの質に関する「外部性」であ

り、「規模」に相当する因子である。次に、他の参加者の誠意や能力、そしてルールや機会といった「連結性」

であり、「連結」に相当する因子である。さらに、認知度やブランディング、社会的地位の向上に関する「認

知性」である。最後に、ネットワークが主流であることや顧客課題の軽減に関する「共益性」である。 

さらに、これら「外部性」、「連結性」、「認知性」、「共益性」の 4 つの因子を潜在変数として、パス解析を

実施した。そうすると、「認知性」と「共益性」が強い相関を示す結果となった。なお、本パス解析において

は、カイ2乗= 128.005、自由度=84、有意確率=.001、RMR=0.083、GFI=0.807、AGFI=0.724、NFI=0.763、RMSEA=0.088、

AIC=200.005 であった。  

図表 2  事業者間ネットワークにおける重視する要因 パス解析 

 
（出所：筆者作成） 

 

このように、事業者間ネットワークの価値を構成する要因は、「外部性」、「連結性」そして認知性と共益性

を合わせた「社会性」の 3 つであることがわかった。なお、クラスター分析においても、この 3 分類の妥当

性を確認できた。 

以上のとおり、事業者間ネットワークの価値構成要因は、外部性・連結性・社会性の 3 つのドライバーと、

外部性にはポジティブ・ネガティブ、連結性には意図的・能力的・制度的、そして社会性には認知性・共益

性の合計 7 つのサブドライバーで構成されていることがわかった。 

なお、これらの構成要因とした自立分散型デジタルプラットフォームの構築は、石川県のベンダーと共同

開発予定であったが、能登半島地震の影響で構築に至っていない。これらの構築は今後進めるものとする。 
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